


序文 

 

ドミニカ共和国（以下、「ド」国）の経済は 1996 年から 2000 年にかけて好調に推移し、GDP 平均

成長率 7.8％という中南米地域でも突出した高度成長を記録、2001 年における国民一人当たりの

GDP は 2,400 ドルに達するなど、マクロ経済的には順調な経済成長を遂げてきた。しかし、2003 年

5 月、大手銀行が不正取引事件を起こして破産したことを契機に国内経済情勢が大きく悪化、

2003 年の経済成長率はマイナス 0.4％となり、大きな経済危機を迎えた。 

 「ド」国は国際競争力に耐えうる優良な地場産業や産品が少なく、多くの物品を輸入に頼ってい

るのが現状である。このため、当国の経済動向は国際情勢や為替といった外的要因に大きく左右

されるといった脆弱な経済基盤となっている。一層の国際競争力強化が急務となっており、2003 年

6 月にはドミニカ投資振興庁とドミニカ輸出促進センターを合併し、貿易と投資部門を一括管理す

る「ドミニカ輸出投資センター」(CEI-RD)として組織改編された。 

 ドミニカ共和国/中米/米国自由貿易協定（DR-CAFTA with USA）が批准され、米国及び中米諸

国に市場が開かれる反面、国内競争力が問われている。国際経済のグローバリゼーション化に対

して国内の企業の体制が不十分であり、大半を占める中小企業を中心とした輸出促進・投資受入

を下支えする基礎的な産業人材の育成が急務となっている。 

このような状況のもと、「ド」国政府から我が国に対し貿易投資を促進するための公的機関の能

力強化を行うことを目的とした支援が要請され、2008 年 7 月より JICA の「貿易投資促進人材育成

センター強化プロジェクト」が開始された。 

今般、協力期間の中間を経過したことから、本プロジェクトの中間レビューを行うべく、2010 年 1

月に調査団を派遣し、関係者と協議を行い、これまでの成果を確認すると共に、今後のプロジェク

トの方向性・あり方に関する議論と検討を行った。本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであ

り、今後のプロジェクトの展開に、更には類似の他プロジェクトに活用されることを願うものである。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い感謝の意を表すると共に、引き

続き一層のご支援をお願いする次第である。 
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中間調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ドミニカ共和国 案件名：貿易投資促進人材育成センター強化 

分野：貿易・投資  援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発部貿易・投資・観光課 協力金額(評価時点)：約   100 百万円 

先方関係機関： 

CEI-RD（ドミニカ共和国輸出投資センター） 

日本側協力機関： 

協力期間 2008 年 7 月 

～2011 年 6 月 

他の関連協力：無償資金協力「貿易投資促進

人材育成センター建設計画」（2006 年度） 

１－１ 協力の背景と概要 

 ドミニカ共和国（以下「ド」国）経済は、1990 年代後半には順調な発展を遂げたが、2001 年から

2004 年の前半にかけて急激に経済状況が悪化し、現在はその回復の途上にある。2004 年 8 月に

就任したフェルナンデス大統領はマクロ経済の安定化を最優先課題に掲げ、国内企業の大半を

占める中小企業の人材育成や、外国直接投資の振興等を通じて、「ド」国の競争力の向上と発展

を図る「国家競争力向上計画」を推進している。 

2006 年 7 月のフェルナンデス大統領の訪日時には小泉総理(当時）との首脳会談において、外国

投資の拡大を目指した協力の要望が示されるとともに、貿易投資促進を担当するドミニカ共和国

輸出投資センター（CEI-RD)長官を随行させ「ドミニカ共和国投資セミナー」を実施するなど、上記

計画にかかる政策を積極的に推進している。 

かかる状況下、日本政府はド国政府の要請を受けて、無償資金協力「貿易投資促進人材育成セ

ンター建設計画」の実施を決定し、2006年8月に交換公文が締結された。当該協力によりCEI-RD

のアネックスとして①企業、政府関係者の人材育成のための研修機能、②国内輸出企業や外国

投資家への技術支援・情報提供機能、③展示、イベント活動を通しての外国投資家への情報発

信機能、を備えた人材育成センターが設立されることになる。CEI-RD にはすでにこれらの業務に

携わっている人員が配置されているが、同センターの適切な運営管理にはスタッフ及び組織の更

なる能力向上が必要であることから、本件技術協力が要請された。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

センターによるサービスを利用した輸出業者の輸出が促進される 

(2) プロジェクト目標 

センターにより、質の高いサービスが提供される 

(3) 成果 

 １．貿易に関する研修機能が強化される 

 ２．輸出のための企業支援機能が強化される 

 ３．CEI-RD の展示・イベント機能が強化される 



２．評価 

(1) 妥当性 

本案件は以下の理由から妥当性は高いと判断される。 

「ド」国は国家競争力計画の下、競争力の強化に努めており、プロジェクトの上位目標は政府の

輸出促進政策に完全に整合する。 

 また、プロジェクトは、直接の被益者であるセンターのスタッフ、及び間接的な被益者である「ド」

国輸出企業のニーズに一致している。プロジェクト開始前に JICA とセンターがそれぞれ輸出企業

を対象としたサーベイを実施しており、さらにプロジェクトでも活動の一部として輸出業者への包括

的なニーズ調査インタビューを実施し、「ド」国の輸出企業の輸出手続きや関連法・規制に関する

知識が低水準にあり、これらの分野における研修が不可欠であることを確認している。 

 日本の対「ド」国 ODA 基本方針によれば、競争力向上は貧困削減、環境保全と共に重点３分野

の一つであり、その中で「貿易や投資に係る人材の育成システム強化に取り組む」と明記されてい

る。さらに、日本は貿易大国としてこれまで輸出を拡大し、JETRO を輸出促進機関として活用して

きた経験があり、また、多くの国に対して輸出促進やその人材育成のための技術協力を実施して

きた経験が豊富にあることから、この分野での比較優位は大いにあるといえる。 

 

(2) 有効性 

以下に示すように、本案件の有効性は総合的には高いと考えられるものの、阻害要因の存在が

プロジェクトの存続自体を脅かしている。 

現時点ではプロジェクトが各種サービスの提供を開始していないため、終了時でのプロジェクト

目標達成度を推定するのは困難である。しかしながら、カウンターパート、専門家のいずれも、目

標である「センターにより、質の高いサービスが提供される」の達成は可能、もしくはフィージブルと

の見解を示している。その根拠として、センターが独自教材により今後提供する研修サービスはこ

れまで「ド」国ではなかったものであり、質の高いものであるとの自負を持っている。また、研修講師

についても外部のリソースを活用することにより、研修サービスの継続的な質の担保を実現すること

を目指している。 

 これまでに確認された、プロジェクトの有効性に貢献する要因としては、１）専門家とカウンターパ

ートのコミュニケーションが頻繁かつ適切に行われていること、２）本邦研修及びチリとコスタリカに

おける第三国研修により、カウンターパートが輸出促進や同分野の研修システムに関する知識、

経験を得たこと、３）PDM の改定後、プロジェクト活動が絞り込まれ各人の役割が明確になることに

より、カウンターパートのモチベーションが向上しつつあること、が挙げられる。 

 一方、プロジェクト活動を阻害する最大のマイナス要因は、評価調査の時点でカウンターパート

機関である CEI-RD の 2010 年度予算が大きく不足していることである。2010 年度の確定予算は

93,552,577 ペソ（約 2 億 8 千万円）であり、これは 2009 年度執行予算の 40％に過ぎない。プロジ

ェクト活動を円滑に実行するためには、追加的予算の確保が必要不可欠である。 

 

 



(3) 効率性 

 本案件全体の効率性は以下のようにある程度確保されているものの、今後の活動において改善

が望まれる。 

１）投入の適正度 

本プロジェクトでは長期派遣専門家はチーフアドバイザー１名のみであり、それに加えこれまで

に短期専門家が２名派遣されている。このように少ない投入ながら、専門家は精力的にカウンター

パートに対し知識・技能の移転に務めており、カウンターパートの満足度も高い。 

活動を実施するにあたって、カウンターパートスタッフの能力は概ね適切な水準にあるが、これ

まで２名のスタッフが、事前に専門家への説明なく CEI-RD 他の部署に人事異動し、プロジェクトを

離れることになった。これにより、カウンターパートの役割分担の再編が必要となった。 

プロジェクトのカウンターパート6名全員が、これまでに本邦研修もしくはチリ、コスタリカにおける

第三国研修に参加している。全員が研修コースを高く評価しており、その成果をプロジェクトでの

業務に活用しつつある。一方、研修で得た知識等の成果を他のスタッフに波及、移転する取り組

みは、帰国報告が適切に実施されなかったケースもあり、十分とはいえない。 

プロジェクト活動にあたって、予算の制限の理由からファクス及び国際電話がセンターで利用で

きず、CEI-RD の施設を利用しなければならないことから、効率性を損なっている。 

２）成果の達成度 

 現時点ではプロジェクトはまだ多くの物理的な成果物を出すにいたっていない。しかしながら

PDM に記載された活動は、「ド」国側予算の不確定を原因とする研修テキストの作成の遅延以外

は大きな遅れなく実施されている。 

 

(4) インパクト 

 これまで確認された本案件のインパクトとしては、プロジェクト活動として PDM に記載された活動

ではないが、プロジェクト関連活動の一環として専門家が実施している「ド」国産フルーツの対日輸

出促進活が実を結び、日本からの買い付けミッションが来訪、成約にいたった。 

 今後予期される波及効果としては、貿易実務基礎コースの研修教材が完成すれば、ドミニカ共

和国においてはオリジナルの教材作成は初の試みであり、大きなインパクトが期待できる。 

 マイナスのインパクトについては確認されていない。また、今後の発生も予測されていない。 

 

(5) 自立発展性 

本案件の自立発展性は、総合的に見て、現状では確保される見込みがあるとはいえない。 

1) 政策面 

 「ド」国経済における輸出の重要性に変わりはないことから、近い将来、輸出促進政策が大きく変

更されることはないと思われる。 

2) 技術面 

 カウンターパートの多くは、プロジェクト終了までには、「ド」国側スタッフだけでセンターのサービ

スを支障なく提供できるだけの知識、能力を身につけているとの楽観的な見解を示している（一方



で、プロジェクト終了後も日本人専門家による何らかの支援が有用であることも強調している）。現

時点で終了後の技術的自立発展性を推定するのは難しいが、今後カウンターパートへの技術移

転を着実に実施していくことによって自立発展性は確保される。プロジェクト活動で内部研修用の

教材も作成しているが、内部研修システムの如何も自立発展性に影響する。 

3) 財務・組織面 

 2010 年度の CEI-RD の確定予算は 9,400 万ペソ（約 2 億 8 千万円）であり、これは 2009 年度の

執行予算の約 40％に過ぎない。2010 年度のプロジェクト活動を円滑に実施するためには追加予

算の手当てが不可欠であるが、それが確保されるかどうかは不明である。たとえ 2010 年度は最終

的に予算問題が解決することになったとしても、来年度以降も同様な問題が発生する可能性は十

分にあり、その意味で財務的自立発展性は担保されているとはいえない。また、財務面での安定

性の欠如は、CEI-RD の機能・組織自体の存続に関わることである。一方、CEI-RD は、これまでそ

の収入のすべてを政府予算および関税局からの収入に依存してきたが、一部自己収入の確保を

目的に、2009 年度より、センター施設（研修室、オーディトリアム等）の外部向けレンタルを試行的

に開始した。さらに、研修コストのカバーを図るため、研修コースの一部有料化を進めている。 

 

３．特記事項（提言・教訓等を含む） 

 以下の 4 点を提言とする。 

(1) JCC への民間セクターの関与 

 現在、JCC のメンバーには、民間からの代表者が含まれていない。人材育成センターは日常的

に民間企業とコンタクトがあり、また、過去にプロジェクト活動の一環として輸出企業のニーズ調査

を実施しているものの、民間に対してプロジェクトの進捗を伝え、民間からプロジェクトの方向性に

ついて意見を求める機会はほとんどない。したがって、民間セクターからの代表者を JCC のメンバ

ーに加えるか、またはオブザーバーとして招くことが望ましい。 

(2) 自己収入確保のための更なる努力 

 CEI-RD はセンターの自己収入を増やすべく施設のレンタルや研修コースの有料化を開始して

いる。しかしながら、センター施設の稼働率は未だ十分に高いといえないことから、その有効利用

による自己収入増大への努力を更に続けることが望まれる。それは、プロジェクトの財務面での自

立発展性確保に多少なりとも寄与するものである。コンサルタントを雇用し、センター施設活用のた

めのビジネスプランを策定することも一案である。 

(3) カウンターパート研修のフィードバック 

 本邦研修及び第三国研修の実施により、各カウンターパートの知識、経験は向上し、プロジェクト

活動にも大きく貢献している。研修成果を最大限に活かすためには、研修で各参加者が得た知識

やノウハウを同僚（センターのスタッフに限らず CEI-RD の他部署のスタッフも含む）にも伝え、フィ

ードバックするシステムを構築することが必要である。例えば、帰国後にセミナーやワークショップ

や開催するだけでなく、日常の活動の中で伝播していくような仕組みを取り入れることが有用と思

われる。 



(4) カウンターパートの実績に対する報奨制度 

 カウンターパートの士気を更に向上させるため、プロジェクト活動における各人の努力、実績に対

する報奨制度を何らかの形で導入することを提案する。 

４．添付書類 

無し 
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第1章 中間評価調査団派遣の経緯 

 

1-1 調査の背景 

ドミニカ共和国（以下、「ド」国）は、1990 年代後半に順調な経済発展を遂げたが、2001 年から

2004 年にかけて急激に経済状況が悪化した。その後緩やかに回復したものの、現在金融危機の

影響を受けている。2004 年に就任し、2008 年に再選されたフェルナンデス大統領は、マクロ経済

の安定化を最優先課題に掲げ、国内企業の大半を占める中小企業の人材育成や、外国直接投

資の振興を通じて、「ド」国の競争力の向上と発展を図る「国家競争力向上計画」を推進している。 

 同大統領は、2006 年 7 月の訪日時に、貿易投資促進を担当するドミニカ共和国輸出投資センタ

ー（CEI-RD)長官を随行し「ドミニカ共和国投資セミナー」を実施すると共に、小泉総理(当時）との

首脳会談において、外国投資の拡大を目指した協力を我が国に要望した。 

 我が国政府は、無償資金協力による「貿易投資促進人材育成センター（ICEi）建設計画」を実施

し、同センターを建設するととともに、ICEi の効果的な運営には、組織強化とスタッフの能力向上が

必要であったため、「ド」国からの要請を受け、2008 年 6 月から 2011 年 6 月（3 年間）の予定で、

ICEi のスタッフをカウンターパート(C/P)とした技術協力プロジェクト「貿易投資促進人材育成センタ

ー強化プロジェクト」を開始した。 

 ICEi の主な機能は、①人材育成のための研修機能、②企業や投資家への技術支援・情報提供

機能、③展示、イベントの機能の 3 つであり、これらの業務は以前から CEI-RD が行ってきたもので

ある。同プロジェクトの目標は、ICEi が民間企業に対して貿易・投資に関する適切なサービスを提

供できるようにすることであり、具体的には、上記 3 項目機能の強化である。 

 なお、現在、1 名の専門家（チーフアドバイザー）を派遣中で、今後 3 名の専門家を追加投入する

予定である。 

 今回実施の中間評価調査では、本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、プロ

ジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、評価報告書に取りまとめ、合意する

ことを目的とした。 

 

1-2 調査の目的 

中間レビューはプロジェクトの中間時点において、実施機関とともに、プロジェクトの実績と実施

プロセスを把握し、JICA 事業評価ガイドラインに基づき評価５項目の観点から評価を行い、その結

果、必要に応じて当初計画の見直しや運営体制の強化を図ることを目的として実施される。 

 本プロジェクトの中間レビューにおいては、JICA と「ド」国政府間で合意された 2008 年 5 月 30 日

付けの討議議事録（R/D：Record of Discussion）および 2009 年 8 月に実施された運営指導調査に

おいて改定のあった PDM（2009 年 9 月 15 日付け Minutes of Meeting に添付）を本プロジェクトの

基本的な計画とみなし、実績について検証した。 

 



1-3 調査団の構成  

担当 氏名 所属先等 

総括 池城 直 JICA ドミニカ共和国事務所長（現地参団） 

評価企画 五味誠一郎 JICA ドミニカ共和国事務所（現地参団） 

評価分析 昌谷 泉 グローバルグループ 21 ジャパン シニアコンサルタント 

総合調整 飯田 学 JICA 産業開発部貿易・投資・観光課 

 

1-4 現地調査日程 

DATE SCHEDULE 

1 月 10 日（日） Arrival to Santo Domingo 

1 月 11 日（月） Meeting at JICA Dominican Republic 

 Project Meeting 

  Meeting with ICEi 

1 月 12 日（火） Meeting with ICEi 

1 月 13 日（水） Courtesy visit to CEI-RD 

 Meeting with ICEi 

1 月 14 日（木） Meeting with ICEi 

1 月 15 日（金） Meeting with ICEi 

1 月 16 日（土） Project Meeting 

 Draft M/M 

1 月 17 日（日） Documentation 

1 月 18 日（月） Discussion on M/M with CEI-RD 

 Signing M/M 

  Report to JICA Dominican Republic 

1 月 19 日（火） Project Meeting 

1 月 20 日（水） Meeting with ICEi 

1 月 21 日（木） Meeting with ICEi 

 Report to JICA Dominican Republic 

1 月 22 日（金） Departure from Santo Domingo 

 

1-5 中間調査の方法  

 中間レビューは、プロジェクトの実施機関の中間時点において、プロジェクトの実績と実施プロセ

スを把握し、評価５項目の観点から評価を行い、その結果として必要に応じて当初計画の見直しや

運営体制の強化を図ることを目的として実施される。 

 本プロジェクトの中間レビューにおいては、プロジェクトが開始される前に作成され、JICAと「ド」国



政府で合意された 2008 年 5 月 30 日付けの討議議事録（R/D：Record of Discussion）および 2009

年 8 月に実施された運営指導調査において改定のあった PDM（2009 年 9 月 15 日付け協議議事

録（M/M：Minutes of Meeting）に添付）を本プロジェクトの基本的な計画とみなし、実績について検

証する。 

 JICA および「ド」国政府双方による協議を通じて、評価５項目の観点（表 1-1 参照）から、プロジェ

クトの進捗状況について評価を行った。調査にあたっては、今回は中間レビューであるので、５項

目の中でも特に妥当性と効率性について分析の焦点をおき、他の項目は現時点での達成度に基

づいた見解と見通しを記述した。 

 

表 1-1 評価５項目 

評価項目 評価の視点 

妥当性 

(Relevance) 

プロジェクト目標および上位目標とプロジェクトに関連する政策との整合

性、受益者のニーズとの合致度、プロジェクトの計画の論理的整合性を

検証する。 

有効性 

(Effectiveness) 

プロジェクト目標の達成の見込みとそれに対する成果の貢献度を分析

する。 

効率性 

(Efficiency) 

投入が成果にどのようにどれだけ転換されたか、投入された資源の質、

量、手段、時期の適切度の観点からプロジェクトの実施課程における効

率性を検証する。 

インパクト 

(Impact) 

プロジェクトによって生じた正負の影響を検証する。 

自立発展性 

(Sustainability) 

プロジェクト終了後もプロジェクト実施による便益が持続されるか否かの

見通しをマネージメント的、財務的、組織的視点から検証する。 

 

 



第2章 プロジェクトの実績と現状 

 

2-1 投入実績 

 プロジェクトのこれまでの投入状況は次の通りである。 

＜日本側＞ 

(1) 専門家派遣 

 長期派遣専門家１名、短期派遣専門家 2 名を派遣（詳細は M/M の Annex 3 を参照） 

(2) 機材供与 

   供与機材は無い。ただし、車両１台、コピー機 1 台を無償貸与している。 

(3) カウンターパート研修 

   本邦研修に 2 名、第三国研修に 7 名（チリ 4 名、コスタリカ 3 名）を派遣（詳細は M/M の Annex 

4 を参照） 

(4) 現地コスト 

 プロジェクト秘書の人件費、貸与車両の維持・整備費、通信費、事務用品費の一部（コピー用

紙、トナー等）を負担 

＜ドミニカ共和国側＞ 

(1) カウンターパートの配置 

 6 名のカウンターパートスタッフを配置（詳細は M/M の Annex 5 を参照） 

(2) 施設の提供 

   プロジェクト事務所（光熱費を含む）の提供 

 

2-2 達成状況 

（１） 成果 

 PDM の指標に基づく成果の達成状況は次の通りである。 

 

成果１：貿易に関する研修機能が強化される 

達成指標 

1.1 センターが独自の輸出実務研修教材・個別テーマ別教材を開発する 

1.2 CEI‐RD 内部のインストラクター（資格要件を満たす）が現場での実地訓練を通じて増加する 

1.3 研修コースを含め内部講師のための研修機会が増加する 

1.4 プロジェクト終了時における受講者数が独自教材による研修実施前に比し増加する 

 

研修修教材の開発は進捗している（指標 1.1）。「研修カリキュラム」（西文・和文）、「内部研修用

輸出基本マニュアル」（西文）はすでに完成している。しかしながら、研修テキストの開発について

は部分的に外注することになっているが（日本側が費用負担）、現在その契約手続きが中断された

ままとなっている。CEI-RD の 2010 年度予算が十分確保されていないため、JICA 側がプロジェクト

存続の確証を得るまで支出を控える方針を取っているからである。そのため、テキストの作成は遅

れている。研修コースがまだ開始されていないため、指標 1.2 及び指標 1.3 のデータは得られない

が、前述の「内部研修用輸出基本マニュアル」が完成したことにより、それを使った内部研修の機

会は増加すると思われる。指標 1.4 についても、研修コースがまだ開始されていない。 

 

成果２：輸出のための企業支援機能が強化される 



達成指標 

2.1 新規輸出ビジネスのためのインキュベイション機能の利用者数が増加する 

2.2 センターインターネットサイトを開設し情報量を増加させる 

 

指標 2.1、2.2 ともに、サービス開始前であるためデータは得られない。インキュベイションについ

ては基本コンセプトを策定した段階であり、インターネットサイトについては、新サイトの基本コンセ

プトは完成しており、2010 年末までに公開される予定である。 

 

成果３：CEI-RD の展示・イベント機能が強化される. 

達成指標 

3.1 内部職員用および外部企業向けの展示イベントに関するマニュアルが作成される 

3.2 CEI-RD 新規ビジネス部門にマニュアルを提供し、マニュアルの有効利用を支援する 

3.3 プロジェクト終了時の展示等参加者数がプロジェクト開始時に比し増加する 

3.4 プロジェクト終了時における展示会等参加者の満足度が 5 段階評価のうち上位 2 段階が 80％

を占める 

3.5 プロジェクト終了時における展示商談マッチング件数がプロジェクト開始時に比し増加する 

 

マニュアルは作成中であるため、3.1～3.5 のいずれの指標のデータも入手出来ない。内部職員

用および外部企業向けの展示イベントマニュアルの両方ともコンセプトペーパーは作成済みであり、

完成は 2010 年中盤の完成が予定されている。 

 

（２） プロジェクト目標 

 以下のプロジェクト目標の達成指標および関する情報・データは、未だサービスの開始前である

ため、現時点では入手出来ない。 

 

プロジェクト目標：センターにより、質の高いサービスが提供される  

達成指標 

1. センターの研修参加者の満足度がプロジェクト終了時において 5 段階評価の上位 2 段階が

80％を占める。  

2. インキュベイション・サービス利用者の満足度がプロジェクト終了時において 5 段階評価の上

位 2 段階が 80％を占める。 

3. センターのインターネットサイトへのアクセス数が増加する。  

4. CEI‐RD 展示・イベントの参加者・出品者の満足度がプロジェクト終了時において 5 段階評価

の上位 2 段階が 80％を占める。 

5. センターが新規ビジネス部に対しマニュアルを提供し、その活用のためのフォローアップをす

る。 

   

2-3 プロジェクト実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスはこれまでのところ概ね適切であった。以下に主要なポイントを示す。

  

（１） 日本人専門家とドミニカ側 C/P のコミュニケーションは頻繁かつ適切であった。正式な会議の

議事録はすべて記録されている。 

（２） 進捗報告書は計画に従って定期的に提出されている。 



（３） 合同調整委員会（JCC）は 2009 年 4 月と同年 9 月の２回開催され、プロジェクトの進捗状況が

報告されている。 

（４） ドミニカ側 C/P のモチベーションと規律は向上しつつあり、プロジェクトのオーナーシップ確立

に貢献するものと思われる。さらなる向上が期待される。 

（５） プロジェクト活動をより不可欠かつ適正なものに絞り込む必要性から、PDM は 2009 年 9 月の

JICA 運営指導調査ミッションのドミニカ来訪時に修正され、正式承認された。PDM 変更により、

個々の C/P の役割は明確になった。 

 

 



第3章 評価 5 項目による評価結果 

 

3-1 妥当性 

 「ド」国は国家競争力計画の下、競争力の強化に努めており、プロジェクトの上位目標「センター

によるサービスを利用した輸出業者の輸出が促進される」は政府の輸出促進政策に完全に整合す

る。 

 また、プロジェクトは、直接の被益者であるセンターのスタッフ、及び間接的な被益者である「ド」

国輸出企業のニーズに一致している。プロジェクト開始前に JICA とセンターがそれぞれ輸出企業

を対象としたサーベイを実施しており、さらにプロジェクトでも活動の一部として輸出業者への包括

的なニーズ調査インタビューを実施し、「ド」国の輸出企業の輸出手続きや関連法・規制に関する

知識が低水準にあり、これらの分野における研修が不可欠であることを確認している。 

 日本の対「ド」国 ODA 基本方針によれば、競争力向上は貧困削減、環境保全と共に重点３分野

の一つであり、その中で「貿易や投資に係る人材の育成システム強化に取り組む」と明記されてい

る。さらに、日本は貿易大国としてこれまで輸出を拡大し、JETRO を輸出促進機関として活用して

きた経験があり、また、多くの国に対して輸出促進やその人材育成のための技術協力を実施してき

た経験が豊富にあることから、この分野での比較優位は大いにあるといえる。 

 以上を勘案すると、本プロジェクトは非常に高い妥当性を持つ。 

 

3-2 有効性 

 2-2(2)に記したように、現時点ではプロジェクトが各種サービスの提供を開始していないため、プ

ロジェクト目標達成指標に関するデータを入手することが出来ない（いずれの指標もサービス開始

後にデータが得られる）。従って、現段階で終了時でのプロジェクト目標達成度を推定するのは困

難である。しかしながら、C/P、専門家のいずれも、目標である「センターにより、質の高いサービス

が提供される」の達成は可能、もしくはフィージブルとの見解を示している。その根拠として、センタ

ーが独自教材により今後提供する研修サービスはこれまで「ド」国ではなかったものであり、質の高

いものであるとの自負を持っている。 

 これまでに確認された、プロジェクトの有効性に貢献する要因としては、１）専門家と C/P のコミュ

ニケーションが頻繁かつ適切に行われていること、２）本邦研修及びチリとコスタリカにおける第三

国研修により、C/P が輸出促進や同分野の研修システムに関する知識、経験を得たこと、３）PDM

の改定後、プロジェクト活動が絞り込まれ各人の役割が明確になることにより、C/P のモチベーショ

ンが向上しつつあること、が挙げられる。 

 一方、プロジェクト活動を阻害する最大のマイナス要因は、評価調査の時点で C/P 機関である

CEI-RD の 2010 年度予算が大きく不足していることである。2010 年度の確定予算は 93,552,577

ペソ（約 2 億 8 千万円）であり、これは 2009 年度執行予算の 40％に過ぎない。プロジェクト活動を

円滑に実行するためには、追加的予算の確保が必要不可欠である。 

 このように、プロジェクトの有効性は総合的には高いと考えられるものの、阻害要因の存在がプロ

ジェクトの存続自体を脅かしている。 

 

3-3 効率性 

 投入及び成果の状況から判断して、プロジェクト全体の効率性はある程度確保されているものの、

今後の活動において改善が望まれる。 

（１）投入の適正度 

本プロジェクトでは長期派遣専門家はチーフアドバイザー１名のみであり、それに加えこれまで



に短期専門家が２名派遣されている。このように少ない投入ながら、専門家は精力的に C/P に対し

知識・技能の移転に務めており、C/P の満足度も高い。 

活動を実施するにあたって、C/P スタッフの能力は概ね適切な水準にあるが、これまで２名のス

タッフが、事前に専門家への説明なく CEI-RD 他の部署に人事異動し、プロジェクトを離れることに

なった。これにより、C/P の役割分担の再編が必要となった。 

先述のように、プロジェクトの C/P 6 名全員が、これまでに本邦研修もしくはチリ、コスタリカにお

ける第三国研修に参加している。全員が研修コースを高く評価しており、その成果をプロジェクトで

の業務に活用しつつある。一方、研修で得た知識等の成果を他のスタッフに波及、移転する取り

組みは、帰国報告が適切に実施されなかったケースもあり、十分とはいえない。 

プロジェクト活動にあたって、ファクス及び国際電話がセンターで利用できず、CEI-RD の施設を

利用しなければならないことから、効率性を損なっている。 

（２）成果の達成度 

 2-2 に述べたように、現時点ではプロジェクトはまだ多くの物理的な成果物を出すにいたっていな

い。しかしながら PDM に記載された活動は、ドミニカ側予算の不確定を原因とする研修テキストの

作成の遅延以外は（2-2(1)参照）、大きな遅れなく実施されている。 

  

3-4 インパクト 

 これまで確認されたインパクトとしては、プロジェクト活動として PDM に記載された活動ではない

が、プロジェクト関連活動の一環として専門家が実施している「ド」国産フルーツの対日輸出促進活

が実を結び、日本からの買い付けミッションが来訪、成約にいたった。 

 今後期待される波及効果としては、貿易実務基礎コースの研修教材が完成すれば、「ド」国にお

いてはオリジナルの教材作成は初の試みであるだけに、社会経済に著しいインパクトを与えるもの

と期待できる。 

 マイナスのインパクトについては確認されていない。また、今後の発生も予測されていない。 

 

3-5 自立発展性 

 プロジェクトの自立発展性は、総合的に見て現状では確保される見込みがあるとはいえない。 

(1) 政策面 

 「ド」国経済における輸出の重要性に変わりはないことから、近い将来、輸出促進政策が大きく変

更されることはないと思われる。政策面では自立発展性の確保は十分見込まれる。 

(2) 技術面 

 今回の中間レビュー調査では、C/P の多くは、プロジェクト終了までには、「ド」国側スタッフだけ

でセンターのサービスを支障なく提供できるだけの知識、能力を身につけているとの楽観的な見解

を示している（一方で、プロジェクト終了後も日本人専門家による何らかの支援が有用であることも

強調している）。現時点で終了後の技術的自立発展性を推定するのは難しいが、今後 C/P への技

術移転を着実に実施していくことによって自立発展性は確保される。プロジェクト活動で内部研修

用の教材も作成しているが、内部研修システムの如何も自立発展性に影響する。 

(3) 財務・組織面 

 3-2 で述べたように、中間レビュー時点では、2010 年度の CEI-RD の確定予算は 9,400 万ペソ

（約 2 億 8 千万円）であり、これは 2009 年度の執行予算の約 40％に過ぎない。2010 年度のプロジ

ェクト活動を円滑に実施するためには追加予算の手当てが不可欠であるが、それが確保されるか

どうかは不明である。たとえ 2010 年度は最終的に予算問題が解決することになったとしても、来年

度以降も同様な問題が発生する可能性は十分にあり、その意味で財務的自立発展性は担保され



ているとはいえない。また、財務面での安定性の欠如は、CEI-RD の機能・組織自体の存続に関わ

ることである。一方、CEI-RD は、これまでその収入のすべてを政府予算および関税局からの収入

に依存してきたが、一部自己収入の確保を目的に、2009 年度より、センター施設（研修室、オーデ

ィトリアム等）の外部向けレンタルを試行的に開始した。さらに、研修コストのカバーを図るため、研

修コースの一部有料化を進めている。 

 



第4章 結論 

 

 中間レビュー調査団は、文献調査、関係者へのインタビュー及び質問票調査、関係機関との意

見交換、団内の協議等を実施した結果、以下のような結論を得た。 

 プロジェクト活動は、研修教材の作成の遅延を除き、ほぼスケジュール通りに実施されている。過

去数ヵ月、C/P の士気は向上しつつあり、プロジェクトの円滑な運営に寄与している。 

 5 項目評価の観点からは、まずプロジェクトの「妥当性」は高い。「有効性」に関しては、現在プロ

ジェクトが直面している CEI-RD の予算問題によりその判断は困難であるが、それが解決すればプ

ロジェクト目標の達成は可能であると思われる。「効率性」については改善の余地がある。「インパク

ト」については正の波及効果が期待できる。「自立発展性」については、政策面、技術面では確保

されると思われるものの、財務・組織面での自立発展性は、現在の状況から判断すると保証される

とはいい難い。 

 



第5章 提言 

  

中間レビュー調査団は、以下の 4 点を提言する。 

 

(1) JCC への民間セクターの関与 

 現在、JCC のメンバーには、民間からの代表者が含まれていない。人材育成センターは日常的

に民間企業とコンタクトがあり、また、過去にプロジェクト活動の一環として輸出企業のニーズ調査

を実施しているものの、民間に対してプロジェクトの進捗を伝え、民間からプロジェクトの方向性に

ついて意見を求める機会はほとんどない。したがって、民間セクターからの代表者を JCC のメンバ

ーに加えるか、またはオブザーバーとして招くことが望ましい。 

 

(2) 自己収入確保のための更なる努力 

 3-5 で記したように、CEI-RD はセンターの自己収入を増やすべく施設のレンタルや研修コースの

有料化を開始している。しかしながら、センター施設の稼働率は未だ十分に高いといえないことか

ら、その有効利用による自己収入増大への努力を更に続けることが望まれる。それは、プロジェクト

の財務面での自立発展性確保に多少なりとも寄与するものである。コンサルタントを雇用し、センタ

ー施設活用のためのビジネスプランを策定することも一案である。 

 

(3) カウンターパート研修のフィードバック 

 本邦研修及び第三国研修の実施により、各 C/P の知識、経験は向上し、プロジェクト活動にも大

きく貢献している。研修成果を最大限に活かすためには、研修で各参加者が得た知識やノウハウ

を同僚（センターのスタッフに限らず CEI-RD の他部署のスタッフも含む）にも伝え、フィードバック

するシステムを構築することが必要である。例えば、帰国後にセミナーやワークショップを開催する

だけでなく、日常の活動の中で伝播していくような仕組みを取り入れることが有用と思われる。 

 

(4) カウンターパートの実績に対する報奨制度 

 C/P の士気を更に向上させるため、プロジェクト活動における各人の努力、実績に対する報奨制

度を何らかの形で導入することを提案する。ひとつの案としては、チーフアドバイザーである日本人

専門家の各 C/P に対する評価を、CEI-RD 内の各人の勤務評定に部分的に反映させることができ

れば、プロジェクト活動の一層の活性化につながることになろう。 

 

 

 



第6章 団長所感 

 

本プロジェクトは丁度折り返し点を迎えることとなり、中間レビュー調査を実施することとなった。 

ドミニカ共和国は、過去における極めて高い経済成長率により、世界銀行が GNI（一人当たり国

民総所得）で分類しているカテゴリーで 2010 年度にⅢ（GNI:1,856～3,856US$）からⅣ(同:3,856～

6,725US$)へ上位移動する予定である。 

 しかしながら最近の国際的な経済不況はこの国にも悪影響を与え、貿易輸出入量が減少し、高

い経済成長率に影を差している。言わずもがなであるが、経済の回復及び競争力向上はこの国の

発展のためには必要不可欠であり、国家競争力計画の下、競争力の強化に努めている。また競争

力向上はドミニカに対する日本の援助重点 3 分野のうちの一つであり、今後益々重要となる分野で

ある。 

  

 今回の中間レビューの結果は、プロジェクト実施途中のＰＤＭの変更もあり、大まかにはほぼ変更

された通り進捗しているとの結論であるが、肝心の教材の作成が遅れている。これは CEI-RD の今

後の進捗が見えない中での停止状態であり、予算が確保できればすぐにでも解決する問題であ

る。 

当然のことながら、予算の確保は組織の存続にとり死活問題であり、CEI-RD にも同じことが言え

る。加えて予算確保の遅れが職員の給与の遅配に繋がり、士気の低下を招く原因となる恐れがあ

る。CEI-RD 側も、長官による大統領や国家経済計画開発省大臣及び関税長官との直談判、施設

のレンタルや研修コースの有料化等、予算確保に躍起となっているが、予算確保のために毎年同

じことを繰り返すのではなく、安定した確保の方法を確立する必要がある。これは JICA プロジェクト

終了後も組織存続のためには絶対に必要なことで、是非とも検討しなければならない課題であり、

会議の席上でも申し入れた。 

 

短期専門家の派遣は、人数的にはこれまで妥当なところであるが、期間が短く、極端な場合は

わずか１週間の場合もあった。今後 CRI-RD 及び専門家双方に成果を求めるのであれば、派遣期

間を長くする必要がある。 

 

現在本プロジェクトの課題は、大小いろいろあるが、中間地点を過ぎたところであり、これらの課

題を今後どのように解決し、プロジェクト終了後も自立発展性をいかに確保するか深く考慮し、実

行する必要がある。 

 

いずれにしろ、本プロジェクトが成功裏に終了するためには、今後の残り半分の期間を注視し、

ドミニカ側、日本側双方がお互い努力していくことが肝要である。 

 

以上 
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Evaluation Grid: Reinforcement of Training Center for Development of Foreign Trade and Investment Project 
 

 
Project Achievements and Implementation Process 

Evaluation Items Necessary Information and Data Sources Means of Verification Remarks 
(+ positive factor;  - negative factor) 

A. Achievements of Overall Goal     

A-1. Exports of Dominican 
enterprises who used the services of 
the Training Center for 
Development of Foreign Trade and 
Investment of the Dominican 
Republic are promoted. 

 The exports value of the 
enterprises which use the 
services of the Center increases 
and diversifies.  

 

 Users of the 
services 

 

 Interview 
 Questionnaire Data not available (services are yet to be provided). 

B. Achievements of Project 
Purpose     

B-1. High-quality services are 
offered by the Center. 

 Satisfaction level of participants 
of training courses 

 Satisfaction level of participants 
of incubation services 

 The number of access to the 
Center Website increases. 

 Satisfaction level of participants 
of fairs and events 

 Manuals to New Business 
Department and follow-up for 
the further usage. 

 Users of the 
services  

 CEI-RD 

 Interview 
 Questionnaire 
 Records of web-site 

access 
 Review of materials 

Data not available (services are yet to be provided). 

C. Achievements of Project 
Outputs     

C-1. The training courses on 
export promotion are 
strengthened. 
 

 The Center‘s original training 
materials, "Export Operational 
Procedures" and those by specific 
themes 

 The number of internal 
instructors who meet necessary 
requirements 

 The number of Training 
opportunities for internal 
instructors including training 
courses 

 The number of the trainee 
increases at the end of the 
project. 

 The Center 
 Experts 
 C/P 

 Review of materials  
 Interview 
 Questionnaire 

+ Preparation of training materials is in progress. “Training 
Curriculum” (in Spanish and Japanese) and “Basic Manual of 
Exports for Internal Training” (in Spanish) are completed. 

-  Contract negotiation for preparation of training texts is suspended 
because of budget problem, causing delay in schedule. 
The number of trainees is not available as the training course is yet to 
start. 

The number of training opportunities for internal instructors are not 
available yet..  

別添２ 
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C-2. Supports for enterprises trying 
new export business are 
strengthened.  

 The number of the users who 
utilize the incubation services for 
new export business  

 Newly created website of the 
Center 

 The Center 
 Experts 

 Project record. 
 Review of materials 
 Interview 
 Questionnaire 

Basic concept was completed. The number is not available as 
incubation services are yet to be provided 

The concept was completed for new website.  The website is to be 
created and opened by the end of 2010.  

C-3. The function of fair and events 
at CEI-RD is strengthened.  
 

 Preparation of manuals for fair 
and event for internal staff and 
external enterprises 

 Provision of the Manuals to New 
Business Dept. and assistance to 
utilize the Manuals.. 

 The numbers of the participant 
for fairs and events 

 Satisfaction level of participants 
of fairs and events 

 The numbers of business 
negotiations in fairs 

 

 The Center 
 CEI-RD 
 Experts 

 Review of materials  
 Project record 
 Interview 
 Questionnaire 

The concept was completed. Manuals for fair and events are to be 
completed in the mid 2010. 

 
 

D. Results of Inputs     

D-1. Inputs by the Japanese side 

 Dispatch of long-term Experts 
 Dispatch of short-term Experts 
 C/P Training in Japan  
 Provision of machinery and 

equipment 

 The Center 
 Experts 

 Project record 
 Interview 

Long -term expert: 1 
Short-term expert: 2 
Training in Japan: 2 
Training in Chile: 4 
Training in Costa Rica: 3 
One vehicle and one copy-machine provided on lending basis 
Local expenses: Project secretary, maintenance cost for vehicle, and 
some expenses for office supply  

D-2. Inputs by the Dominican side 

 Building and facilities 
 Allocation of C/P 
 Allocation of budget 
 Organization chart of CEI-RD 

and the Center 

 The Center 
 Experts 

 Project record 
 Review of materials  
 Interview 
 Questionnaire 

Building (grant aid by Japan) 
Office equipment and PCs (some of them are grant aid bi Japan) 
6 staff is allocated as C/P. 
CEI-RD budget allocation: 
2008 RD$230,450,000;  
2009 RD$230, 450,000;  
2010 RD$92,052,566 

E. Appropriateness of 
Implementation Process     

E-1. Monitoring plan and results 
 Frequency of submission of 

progress/monitoring reports 
 Feedback system of monitoring 

 Experts 
 

 Project record  
 Interview 
 

+ Progress reports are submitted as scheduled. 

E-2. Appropriateness of 
communication between Experts 
and C/P 

 Records (frequency, agenda, 
participants, etc.) of formal 
meetings 

 Situation of informal 
(day-to-day) communication 

 C/P 
 Experts 

 Project record  
 Interview 
 Questionnaire 

+ Communications is frequent and relation is good; staff meeting 
were held once a week at the early stage of the Project and on-call 
basis nowadays, but   frequent 

+ All formal meetings have records of memorandum 
+ Day to day communication is frequent enough 
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E-3 Establishment of ownership of 
the Project 

 Changes in awareness and 
working style of C/P 

 C/P 
 Experts 

 Interview 
 Questionnaire 

+ Generally, C/P are becoming more and more aware of their work 
and well-disciplined as the Project progresses  

E-4. Appropriateness of approach/ 
method of technology transfer  Strategy of technology transfer  C/P 

 Experts 
 Interview 
 Questionnaire + All of C/P more or less appreciate experts’ work 

E-5. Modification of PDM  Reason and effects of 
modification of PDM 

 The Center 
 C/P 
 Experts 

 Interview 
 Questionnaire 

+ PDM was modified in August 2009, to concentrate on activities 
which are relevant and indispensible. 
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Five Evaluation Criteria 
Evaluation Items Necessary Information and Data Sources Means of Verification Remarks 

(+ positive factor;  - negative factor) 
1. Relevance     

1-1. Relevance of Project Purpose 
and Overall Goal to the government 
policies 

 National development plan 
 Export and Investment 

promotion policy 
 

 The Center 
 CEI-RD 

 
 

 Review of materials  
 Questionnaire 

+ Export promotion policy has not changed since the commencement 
of the Project;  

CEI-RD’s new Strategic Plan for 2010 will be announced soon. 

1-2. Relevance of Project Purpose 
and Overall Goal and to the needs 
of beneficiaries 

 Needs of the staff of CEI-RD 
 Needs of exporters 

 C/P 
 Experts 
 Users of the 

services  

 Interview 
 Questionnaire 

+ The Project matches the needs of staff, as they require to 
systematically provide quality services to Dominican exporters, 
while upgrading their own capability.  

+ The Project matches the needs of exporters, ultimate beneficiaries, 
who need to increase their competitiveness.  

1-3. Consistency with Japan's 
cooperation policy to Dominican 
Republic 

 Focal areas in Japan's 
cooperation policy/programs to 
Dominican Republic 

 MOFA, Japan
 JICA 

 Review of materials + Improvement of competitiveness is one of focal themes of Japan’s 
ODA to Dominican Republic., where human resources 
development of export and investment  are specially mentioned. 

1-4. Comparative advantage of 
Japan’s cooperation 

 Counterparts’ view on Japan’s 
expertise in export promotion 

 JICA 
 

 Review of materials 
 

+ Japan itself has abundant experiences in developing export and 
investment with JETRO as promoting agency.  

+ Japan has had a number of technical cooperation projects with 
Asian and other countries in the field of trade promotion and 
human resources development for trade promotion..  

2. Effectiveness     

2-1. Achievements of Project 
Purpose 

As described in B-1 As described in 
B-1 

As described in B-1 As described in B-1 

2-2. Situation of preconditions 
(important assumptions) to achieve 
Project Purpose 

 Policies of CEI-RD on trade and 
investment. 

 The Center 
 CEI-RD  

 Review of materials 
 Interview 

+ No changes in policy 

2-3. Contributing factors for the 
achievements of Project Purpose 

 Capacity development of C/P 
staff 

 Other positive factors 

 C/P 
 Experts 

 Project record 
 Interview 
 Questionnaire 

+ C./P got new knowledge and experiences through the third 
country training, and training in Japan  
+ With guidance of Japanese expert, motivation of C/P is 
improving 

2-4. Negative factors against the 
achievements of Project Purpose 

 Any negative factors  C/P 
 Experts 

 Project record  
 Interview 
 Questionnaire 

 - Shortage of SET-RD’s budget for 2010 could seriously hinder the 
Project implementation. 

3. Efficiency     

3-1. Achievements of Project Output As described in C-1 to C-3. As described in 
C-1 to C-3. 

As described in C-1 to 
C-3. 

As described in C-1 to C-3 

3-2. Appropriateness of quality, 
quantity and timing of inputs 

   

 3-2-1. Experts  Number 
 Expertise 

 C/P 
 Experts 

 Interview 
 Questionnaire 

+ C/P is mostly satisfied with experts regarding number, duration, 
expertise , etc.  
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 Duration of dispatch 
 Timing of dispatch 

 3-2-2.Equipment provided by 
Japan 

 Categories 
 Amount 
 Timing of installation  

 C/P 
 Experts 

 Project record 
 Interview 
 Questionnaire 
 Site inspection 

- One vehicle and one copy machine were provided by Japanese side 
on lending basis; however, shortage of budget of CEI-RD has 
caused difficulty in proper maintenance.  
 
(+- Office equipment provided under the grant aid are generally 
well-utilized. However, facilities like seminar rooms and an 
auditorium are desired to be more frequently used) 

3-2-3. Training in Japan/ third 
country 

 Number of trainees 
 Contents of training 
 Duration of training 
 Feedback 

 C/P 
 Experts 

 Project record 
 Interview 
 Questionnaire  

+ Training in Chile, Costa Rica and Japan made C/P more conscious 
of their work and upgraded their knowledge and experiences. 

+ Contents of training are relevant to the participants task at the 
Project, making it possible that what they acquired in the training 
can be utilized within the Project. 

+ All of participants show satisfaction with the training. 
- Results of training were not sufficiently disseminated to other staff. 

 3-2-4. C/P allocation  Number 
 Capability 

 Experts  Project record 
 Interview 
 Questionnaire 

+ Capability of nominated C/P is generally good enough to 
implement their task and improving as the Project progresses in 
terms of ability and work discipline. 
- Capability of some of support staff were not up to the level which 
the Project required. 
- Two C/P left to other Departments without prior notice, 
necessitating re-shuffle of allocation of tasks of C/P staff. 

3-2-5. Facilities provided by 
Dominican Republic 

 

 Quality, scale, etc. 
 Current condition 

 Experts  Project record  
 Interview 
 Questionnaire 
 Site inspection 

+- Although facilities are generally in good condition, shortage of 
budget of CEI-RD is currently causing some difficulty; such as 
supply of copy papers and usage of internet facility, etc. 

 3-2-6. Project expenses 
 

 Amount 
 Items for expenditure 
 Timing 

 Experts  Project record  
 Interview 
 Questionnaire 

- The amount is not known exactly. Some unexpected expenses are 
paid by Japanese side because of budget shortage of CEI-RD 

3-3. Situation of preconditions 
(important assumptions) to achieve 
Output 

 Budget of CEI-RD for activities of 
the Center. 

 The Center 
 CEI-RD 
 Experts 

 Review of materials 
 Interview 
 Questionnaire 

- The prospect of budget allocation for CEI-RD in 2010 is not clear 
for the moment  

3-4. Contribution of the Joint 
Coordination Committee (JCC) to 
the efficiency of the Project 

 Frequency of meeting 
 Topics discussed 
 Member list 

 The Center 
 Experts 
 

 Project record 
 Interview 
 Questionnaire 

+ JCC meetings have been held twice so far, keeping up to  the 
schedule. 

+ JCC is seen as a good opportunity for the Project Director 
(Executive Director of CEI-RD) to grasp whole situation of the 
progress of the Project. 

4. Impacts     

4-1. Achievements of Over-all Goal As described in A-1 As described in 
A-1 

As described in A-1 As described in A-1 

4-2. Other impacts  Positive or negative impacts 
arising from Project activities, 

 C/P 
 Experts 

 Interview 
 Questionnaire 

+ Through the Project, C/P’s attitude to the work has much 
improved. 
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such as environmental, social, 
cultural, technological, and 
institutional impacts. 

+ Original training materials for basic trade procedure course, when 
they are completed, would have impact on Dominican society as 
they will be the first in the country. 

+ As one of back-up activities by Expert, which are not specially 
described in PDM, promotion of Dominican fruits to Japanese 
market brought about a successful result. 

5. Sustainability     

5-1 Organizational and Financial 
Aspects 

    

5-1-1. Operation and management 
system of the Center 

 Organization profile of CEI-RD 
and  the Center 

 Organizational chart of CEI-RD 
and  the Center 

 Staff allocation for each section of 
the Center 

 Staff promotion/recruitment 
system 

 Staff training system 

 The Center 
 Experts 

 Review of materials  
 Interview 
 Questionnaire 

CEI-RD has approximately 210 staff members, of which ICEI has 12 
members. 

ICEI is going to have a minor change in organization structure 
(currently under proposal) 

+ CEI-RD has off the job training system to improve capability of its 
staff. The training Department of ICEI is in charge. 

5-1-2. Financial condition of 
CEI-RD 

 Budget allocation to CEI-RD by 
the Government 

 

 The Center 
 Experts 

 Review of materials 
 Interview 
 Questionnaire 

- Confirmed budget for CEI-RD in 2010 amounts to RD$92 million, 
only 40% of 2009 final budget. It is not clear that whether additional 
budget is secured soon, for smooth implementation of the Project 
 

5-1-3. The Center's own income 
generation 

 Conditions of the Center’s 
current own revenue, if any 

 Future operational plan for own 
income generation 

 The Center 
 Experts 

 Review of materials  
 Interview 
 Questionnaire 

+ CEI-RD started in 2009 to rent the facility of ICEI for external 
clients. 
+ ICEI charges fees on some existing training courses. Although 
many courses provided for free at the moment, it is planned that 
more courses are offered on fee basis.  

5-2 Policy and Institutional Aspects     

5-2-1. National policy/programs of 
promotion of export and 
investment 

 Export and Investment 
promotion policy 

 

 The Center 
 CEI-RD 

 Review of materials  
 Questionnaire 

 + Export promotion policy is not likely to change. 

5-3. Technical Aspects     

5-3-1. Progress of technology 
transfer 

 Knowledge/capacity level of 
C/P 

 

 The Center 
 Experts 

 Review of materials  
 Interview 
 Questionnaire  

+ Most of C/P are confident that by the end of the Project, they will 
have acquired enough knowledge and capacity to provide services 
by themselves, though any kind of continuous support by Japanese 
experts after the Project may be helpful.  

5-3-2. Maintenance and renewal of 
the Project facilities 

 Maintenance plans 
 

 The Center 
 Experts 

 Project record  
 Interview 
 Questionnaire 

Under the Project, facilities are not provided which require specific 
maintenance plan. 
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